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全体考察

　どのプログラムも自立支援法に関係したものであり、協会として、行政として、施設として対策がとられていた。補助金の減額で、現行の人員を削減せず社会復帰施設をどう運営していくのかが、多く議論されていた。しかし、運営の仕方によっては今までの補助金額よりも多くなる運営方法もある事が分かった。まず考えるのは地域のニーズは何か、利用する障害者の立場から、どのようなサービスや施設運営が必要か、を真っ先に考える事が重要であると感じた。社会福祉法人、医療法人以外からの「新規参入」があり、「福祉だから・・・」という事が、通用しなくなってきた。選ばれる施設になるにはどうしたらいいか、よりよいサービスを提供するにはどうしたらいいのか、を考えて「選ばれる施設」を目指していきたい。また平成１８年４月自立支援法の一部施行、１０月の本格的施行へ向け、情報収集をして法人内で検討し、施設単位で考えるのではなく、法人単位で考え自立支援法に移行していかなければならないと思う。

基調講演：「障害者自立支援法実施に向けて～社会復帰施設の取り組み」

　　　　　　寺田　一郎（全精社協　副理事長）

自立支援法の成立と精神障害者福祉






　




国の考えでは作業所は、自立支援法で行っていきたいと考えている。

事業体系　～概要～

　


自立支援給付は、全国一律の事業

地域生活支援事業は、市町村の障害者福祉計画に基づいて行われる。

社会復帰施設から見た自立支援法（１）　利用者に関連して

１．定率負担は、サービス利用を控えさせるのではないか

２．障害が固定しない精神障害者をどう評価、分類するのか

３．障害の認定①

　　生活障害、陰性症状、生活リズム、憎悪時（自傷、自殺企図、浪費、電話のかけまくりなど）

４．障害の認定②

　　自らの事を端的に伝えられない。他との関係が上手くとれない。生活範囲（活動）が極端に狭い。

　　現実見当識が乏しい。自分に関する訴えが多く、他をかえりみない。自己の状況を正しく評価できない。生活状況を変えることができない、もしくは不安がある。

社会復帰施設から見た自立支援法（２）　制度の課題

１．地域生活支援事業を市町村がどれだけ障害福祉計画に組み入れるだろうか。地域間格差がさらに大きくならないか。都道府県をもう少し絡ませられないか。

２．出来高払いが「自立の妨げ」「過剰支援」の危険を伴う。

３．出来高を確保するために「入院しない」「休まない」安定した利用者が選別される。

４．労働政策との連携が不十分。就労意欲が高まる施策が必要。

５．個別払いで事業量が増大するが、事務職員の配置がされていない。報酬請求事務の簡素化が必要

６．施設のバリアフリー化や設備整備に積極的な促進策が必要。

社会復帰施設から見た自立支援法（３）　事業者として

１．利用者の不安にどう対応するのか。　→具体的な提示、相談支援　他障害　制度、障害特性

２．３障害合同の支援に対応するノウハウが無い。

３．果たして利用者の確保ができるのか。

４．出来高では経営が不安定だ。

５．通所できないほど本当にケアを必要としている障害者に対する支援が難しくなるのではないか。

６．社会復帰施設は、利用者の状況に「臨機応変」で対応してきたが、これからは制度にのってしか対応できないのでは。

７．市町村への情報発信と連携。精神障害者が埋もれる。

法律の目的は、どう具体化したのか

　障害者施策の一元化について

　①３障害の制度格差の解消は、実現したのか

　→介護給付、地域生活支援事業において、精神障害者は利用対象にならないことが多い。

　②実施主体を市町村に一元化することはできたか

　→一元化はできた。「障害の特定」をどう考えるか

　利用者本位のサービス体系への再編について

　①施設体系を再編成し、地域生活支援、就労支援などのサービス創設

　→日中の活動系サービス、住居系、訪問系という体系ができた。退院、地域への移行促進を図る仕組みになっているか

　②規制緩和を進め、既存の社会資源を活用

　→空き校舎の活用が規制緩和か。改修費用はどうするのか

　就労支援の抜本的強化について

　→就労移行支援事業がどれだけの効果をあげるか、経過をしっかり検証しよう。就職できても、そのフォローはどうするのか。

　支給決定の透明化、明確化について

　①客観的な尺度（障害程度区分）を導入

　→身体機能が中心の評価尺度。認定調査員の資質に左右される。優先度スコア。

　②支給決定プロセスを透明化

　→因子分析　回帰分析

　安定的な財源の確保について

　①利用者は応分の費用負担

　→実現したが、極めて複雑。利用制御へ。デイケアへ流れる

　②国の費用負担の責任を強化（費用の２分の１を負担）

　→地域生活支援事業を実施する担保には、なり得ない。地域間格差は拡大する。

　複数の事業を合わせての実施（多機能型）

　１．組み合わせ可能な事業の範囲

　生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援

　２．利用者の定員

　①各事業の合計定員が２０名以上

　②事業ごとの最低利用人員を超えていること

　③事業ごとの定員に上限はない

　３．人員配置

　・サービス管理責任者　１人以上（６０人以上）

　・サービス提供職員　　サービス毎の定数以上

　４．複数の事業が一体的に運営されていること　例）同じ就業規則

考察：自立支援法が制定され、それぞれの立場、地域において懸念される事など、自分の考えた以上に多くあった。法律の解釈においてまだまだ読み取る力がなく、事前学習をして研修に望んだが、まだまだ勉強不足であった事を痛感した。

　　　新体系への移行には、複数の事業を組み合わせる事などを考えられる精神障害分野以外も含めた、幅広い知識をもたなければいけない。

行政説明：「障害者自立支援法の具体的な取り組みに向けて」

　　　　　　厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部　企画課長補佐　宮本　直樹

　障害のある人が普通に暮らせる地域作り

　（目指す方向）

　　・できるだけ身近なところにサービス拠点

　　・NPO,空き教室、小規模作業所、民間住宅など地域の社会資源を活かす

　　・施設入所者も選べる日中活動

　　・重度の障害者も地域で暮らせる地盤作り

障害者自立支援法のポイント

障害者施策を３障害一元化

　３障害の制度格差を解消し、精神障害者を対象に

　市町村に実施主体を一元化し、都道府県はこれをバックアップ

利用者本位のサービス体系に再編

　３３種類に分かれた施設体系を６つの事業に再編

　あわせて「地域生活支援」「就労支援」ための事業や重度の障害者を対象としたサービスを創設

　規制緩和を進め既存の社会資源を活用（社会福祉法人しかできなかったが、有限会社、NPOでも可能）

就労支援の抜本的強化

　新たな就労支援事業を創設

　雇用施策との連携を強化

支給決定の透明化、明確化

　支援の必要度に関する客観的な尺度（障害程度区分）を導入（区分はあるが、サービス量は人による

　市町村が総合的に判断する）

　審査会の意見聴取など支給決定プロセスを透明化

安定的な財源の確保

　国の費用負担の責任を強化（費用の1／２を負担）

　利用者も応分の費用を負担し、皆で支える仕組みに

相談支援事業の見直し

· 相談支援事業が、市町村と都道府県に分散している状況を改め、障害種別にかかわらず、市町村に一元化

· 都道府県の役割は、専門性の高い事業など、広域的対応を要するものに明確化。

· 地域の実情に応じた多様なかたちを推進

地域における相談支援体制について（市町村が相談支援事業者に委託して行う場合）

· 地域において相談支援事業に実施していくため、市町村は「地域自立支援協議会（仮称）」を設置し、次のような機能を確保。実施に当たり、個別ケースの調整会議を開くなど、多様なかたちを想定。

· 中立、公平性を確保する視点から、相談支援事業の運営評価等を実施。

· 具体的な困難事例への対応のあり方について指導・助言

· 地域の関係機関によるネットワークを構築

事業・サービスの基準と報酬

Ⅰ　基本的な考え方

　１　三障害共通の報酬単価・基準

　２　利用者像、障害程度区分、サービス内容に応じた職員配置

　３　事業者の定員規模別報酬単価

　４　重度者に配慮

　５　個別支援の重視　→　サービス管理者の配置

　６　目標の達成度に応じた評価：一般就労への移行実績等

　７　一事業所で複数のサービスを実現可能に　→多機能型

　８　規制緩和　→　必置規制の緩和

　９　月払い方式（箱払い方式）　→利用実績払い（日払い方式）

Ⅱ　報酬の体系

　１　訪問系サービス

· 居宅介護　→短時間型と長時間型（重度訪問介護）

· 行動援護　（身体障害者、知的障害者の付き添い）

· 重度障害者等包括支援

　２　日中活動、居住系サービス

· 生活介護と施設入所支援

· 療養介護

· 生活訓練と機能訓練サービス

· 就労移行支援

· 就労継続支援（雇用型と非雇用型）

　３　グループホーム、ケアホーム

· 規制緩和

· 敷地内問題の取扱

グループホームに関する課題と対応の方向

課題

１　サービスの質と責任関係が不明確

· 重度の判定基準が不明確

· 障害程度に応じた人員配置が義務づけられていない（世話人のみ）

· 外部からのホームヘルプ利用が認められている

対応の方向

· 障害程度区分により、ケアホーム対象者を明確化

· 障害程度区分に応じた人員配置を義務付け

· 夜間支援体制を評価

· 著しく重度の障害者が２人以上いる場合に加算

· ケアホーム事業者の責任による介護の提供

＊重度障害により日中活動を利用できない期間を評価

２　多数の長期間入所・入院者が存在

· グループホームと他サービスがばらばらに提供されている

· グループホームの整備量が不十分

対応の方向

· 居住の場であるグループホーム、ケアホームと日中活動を組み合わせ、生活全体を支援

＊サービス管理責任者の配置

· グループホーム、ケアホームの量的整備を推進

＊「地域移行型ホーム」による段階的な地域生活移行

· グループホームからの自立を視野に入れた支援

＊単身生活等への移行実績が高い場合に加算

３　住居を単位とする小規模な事業運営

· ４人といった小規模単位でも運営できることを前提

対応の方向

· 夜間等の支援体制を確保できる標準的な事業規模へ移行

· 小規模事業への経過措置

· 大規模住居の減算

ポイント

1 個々の住居ではなく、一定の範囲に所在する住居全体を事業所として指定

2 世話人は、全体の利用者数に対し、配置。これまで、利用者数にかかわらず一人配置とされている仕組みを改め、１０人又は６人につき１人以上の水準を確保。

3 サービス管理責任者は、全体の利用者数に対し、３０人につき１人以上の水準で配置。

4 生活支援員は、全体の利用者数に対し、利用者ごとの障害程度区分に応じて配置。

5 夜間の適切な支援体制を確保（専任職員の配置等の条件に該当する場合には報酬上別に評価）

6 １住居の最低利用人員は２人以上

住居１ヶ所当たりの利用者数について

下限

　２人以上から可能　＊世話人等による適切なサービス提供を前提

上限

　原則

　○１０人まで可能（１０人までを一つの生活単位とする居住形態）

　　＊現行精神障害者グループホームは４人以上・上限なし

　既存資源を活用する場合

　○２０人まで可能

　　・より小規模な生活単位を確保するため、共有部門（居間、便所、洗面設備等）を少人数毎に配置

（１０人までを一つとする生活単位が２つまで可能）　＊居室は原則個室

　○居住サービスが不足する地域において、特に必要があるとして都道府県知事が個別に認める場合、３０人まで可能（１０人までを一つとする生活単位を３つまで可能）

　　＊入所施設の定員３０人以上、福祉ホーム定員５人以上

　　＊現行通勤寮の定員２０人以上

　

　多人数の運営により効率化が図られることから、住居１ヶ所あたりの利用者が８人または２１人以上の場合報酬を減算。

サービス利用計画作成費について

１．報酬単価の考え方

　利用者負担の上限額の必要性の有無に応じて単価区分を設定する。

　①サービス利用計画作成費相当分

· 現在、相談支援を行っている先行地域の事業者における計画的なプログラムによる支援の実施状況を参考に設定

· この時間をもとに、居宅介護（身体介護）の報酬水準や介護支援専門員の介護報酬を参考とした報酬とする。

　②利用者負担上限額管理相当分

　○上限額管理に要する時間を居宅介護（家事援助）の報酬水準を参考とした報酬とする。

· 地域区分に応じた単価とする。

· 障害程度区分は報酬に反映しない。

指定相談支援の事業の人員及び運営に関する基準

１．指定相談支援事業の人員基準　

　①従事者の員数

　　○事業所ごとに、相談支援専門員を１名（常勤換算）以上配置する。

　②管理者

　　○事業所ごとに専従の管理者を配置。ただし、事業所の管理に支障のない場合は、当該事業所のほかの職務当に従事し、または同一敷地内にあるほかの事業所、施設当の職務に従事することができる。

地域生活支援事業と精神障害者支援

· 地域の実情に応じて、柔軟に実施されることが好ましい各般の事業について、地域生活支援事業として、法定化。国は、予算の範囲内において、市町村及び都道府県の実施する地域生活支援事業の実施に要する費用の２分の１以内（都道府県は市町村に４分の１以内）を補助。

· 精神障害者のニーズを踏まえ、居住サポート事業や退院促進支援事業を市町村、都道府県の事業として位置付け。

地域活動支援センター事業の各事業内容について

· 地域活動支援センターの基礎的な事業は、地方交付税による、小規模作業所に対する自治体補助事業の一部を財源とする。

· この基礎的な事業の他、機能・体制の強化を実施する場合に国庫補助加算を実施する

考察：青明舎は、地域活動支援センターⅠ型へ移行を目指している為、相談支援事業の委託を受けるために、相談支援専門員の配置を考え、資質の向上に努めていかなければいけない。

事業別分科会：就労訓練

コーディネーター：沖縄県　医療法人　天仁会　入所授産施設　天樹苑　高橋　忍

話題提供：秋田県　医療法人　興生会　通所授産施設　グリーン　佐藤　省子

　　　　　　　　：清水　博己

参加者：殆どが通所、入所授産施設、福祉工場　スタッフ

話題提供：青明舎での取り組み

　　　　　・法人概要説明

　　　　　・就労支援、生活支援の取り組み

　　　　　・自立支援法についての取り組み

話題提供：佐藤氏

◆作業種目と作業内容　

〇洗濯班・・・洗濯物の回収、仕分け、業務用機械を使っての洗濯、乾燥、たたみ、配達等　　　　　　　

〇ふれあいショップ班・・・店内での販売（レジ操作）、商品陳列や配達、近隣の施設への訪問販売等

· 作業賃金・・・通所の日数と作業状況に応じて（平均３万円）

· 体験利用・・・継続した利用をしていただくため１週間の体験利用

· １日100円の利用料

自立支援法対策

　①自立支援法に向けての職員教育

　②正確な情報収集

　③家族、利用者への説明

考察：話題提供する機会をいただき、青明舎で行っている支援について説明をした。医療法人は抱え込みだとか、デイケアでの就労支援プログラムについて賛否両論あるが、法人内で小さな段階を作って、対象となる人に当てはめていく事が、再発の予防になる一つの手法だと思う。一般就労と福祉的就労の間に、大きな壁があり、大きな壁を越えることが難しい方や、もう少しステップを踏んだ方がいい、という方に、そのステップのための「福祉的？な会社」が必要であると感じた。

もう一方の話題提供者から、工賃の平均が３万円となる事に対し、フロアから非難の声があった。工賃が多い事に対し、どのような方法をとったら工賃が上がるのだろうか、など考える事ができない方もいた。自立支援法についても、利用料を払ってまでも通所してくる方がいるのだろうか、というネガティブなものがあり、利用料を払ってまでも見合う施設作りに取り組むサービスを提供していく事が課題だと思う。

特別講演：「障害福祉サービス事業におけるリスクマネジメントについて」

　　　　　　(株)損保ジャパン・リスクマネジメント　

リスクコンサルタント事業部　医療RM室　課長　斎藤祐一

　社会福祉施設における苦情・クレーム

　①サービスの質　　　②従事者の態度　　　③管理者等の対応

　④説明・情報の不足　　⑤具体的な被害・損害　　　⑥利用者負担

　⑦契約・手続き関係　　　⑧その他

　

苦情・クレーム

　（１）賠償型クレーム

　　　　事業所側の賠償責任が問題となる場面でのクレーム

　　○要件

　　　①過失の存在

　　　②利用者に客観的な損害が発生していること

　　　③①の過失と②の損害の間の因果関係

　　○クレームがでる場合

　　　A　①から③のいずれも満たされる場合

　　　B　②のみ存在（①と③のいずれか、あるいは双方を争う場合）

　　　C　①はあるが②のない場合（従って③は問題とならない場合）

　（２）非賠償クレーム（苦情）

　　　　そもそも利用者に客観的な損害が生じようがない領域でのクレーム

　　　①不快感　　②不便感

　　　＊改善または事前の説明

　　クレーム対応の原則

　　○利用者、家族の求めるもの

　　　①説明　②再発防止　③補償　④処罰

　　○紛争を拡大するもの

　　　①利用者の理解不足　②事業所の説明不足　③コミュニケーション不足

　　○初動対応

　　　①事実関係の確認　②組織対応　③窓口の一本化

　　○謝罪について

　　　①結果について「申し訳ない」　②事実関係の確認　

③責任の有無には保険会社、法律の専門家の意見

　　　利用者からのクレームに対する対応手順

　　　




・クレームが発生したらまず初期対応を間違えない事

・利用者側の不満、要求に対して、どうやって納得を得るかがポイント

　クレームを区別する事が大切

　クレームに対する初期対応のポイント

　感情を逆なでしないこと

　クレーム対応で一番多い失敗

　　職員が利用者・ご家族の感情を逆なでしてしまい、余計なトラブルを招いてしまうケース

　要求事項を明確にして迅速に対応する事

　初期対応チェックリスト

　□　謝罪をしたか

　□　利用者・ご家族の立場にたった応対、言葉遣いをしているか

　□　最初のクレームについて内容をきちんと聞き取っているか

　　　（質問話法を多用して整理づけて聞き取る）　→聞き取りの結果をありのままに記録する

　□　クレームの前提となっている事実関係をはっきりしているか

　　　□利用者側がどのような被害、不便を被ったか、あるいはどのような不快感を抱いたか

　　　□転倒・転落、投薬の間違いといった管理上のミスは、いつ、どこで、施設側の誰が関与する形でどのような態様で生じたか

　　　□利用者・ご家族への直後の説明はどのようなものか　→説明を含め、事実をありのままに記録

　

　□利用者側の要望は何かを明確にできるか

　　→質問形式で「こういうことですか」きちんと聞きとっている。満足感向上

考察：管理者として、リスクマネジメントを考えていたが、何かあった時に一つ一つそれに対処していて、受け身になっていたと思う。また日々の業務に漫然としており、「気づき」という点が失われていた。どこにでもリスクは潜在している。そのリスクを最小限にし、発生した際には迅速に的確に対応する為に、日々の施設内点検と、事故が起きた時の事例検討と予防策を徹底しなければならないと再認識した。

パネルディスカッション形式　総括

　分科会報告

　意見交換　コーディネーター　高野常任理事

Q．地域生活支援センターは運営できないので廃業する、財産処分は？

A.　ルールがある。都道府県、厚労省に問い合せ。

Q.地域活動支援センターのPSWの配置はなるのか？

A.市の裁量になる　　一般財源になり　専門性の配置をすると上乗せとなり、国庫からの拠出となる。全国一律は難しい

①自立訓練

Q.施設基準が不明確

施設基準を明確にしないよさがあり、不明確だから柔軟に施設運営ができるのではないか

Q.午前は生活訓練、午後は就労訓練は可能？

A.可能

②居住支援

Q.目に見えた援助の評価はわかるが、それ以外の見えない援助をどう評価しているのか

A.市町村へアピールする

Q.旧体系の予算減額の推移は？　

A.５％づつの推移。地域により、経過措置ぎりぎりまで旧体系でいくところもある。

　法人で、それぞれの事業で移行はバラバラでかまわない。

　福祉ホームB型は、５年の契約となっているので５年の間に、新法の対応を行う。

Q.グループホームとホームヘルプの併用は？

A.グループホーム入居中で、ホームヘルプの併用はできる、もちろん実費負担

③相談支援

行政にアピールしていないセンターが多い。専門性をもってそれをアピール（数字で）する事が必要。

　これまでの積み重ねがあり、行政にアピールするには数字を持ち込む。今から障害者福祉計画に盛り込んでもらえる働きかけを行う。都道府県はセンターについて知っているが、市町村は知らないので数字で働きかける。

Q.相談支援について

A.（国で検討中であるが）ケアマネの資格として、５年の経験があり、ケアマネの研修を受けた者が、サービス管理者となるだろう。ただ、実務経験といっても栄養士であったりという事もあり不明確。国家資格や実務経験の対象とするものを検討している最中。３年の経過措置があり、その間で研修を受ける。

④就労訓練

　沖縄の場合

　沖縄独自の制度で自立支援医療は、市町村で１割を負担する為、医療費は無料となる。

　福祉サービスの通所授産施設に、利用料が自己負担となって通所してくる人がいるのか、またそれを運営を維持していけるのかが課題である。利用する方は、医療サービスのデイケア利用に流れていくのではないか。箱払いに安穏としていたが、次からは一般企業と競合していかなければいけない。現に、自立支援法の説明会にコムスンなどの企業も来ていた。それは他障害も同じ事。

旧体系について

経過措置の５年間は、毎年５％の減額となる。民間給与加算、寒冷地手当、増員加算もつく。

作業科目

作業がついた訓練を考え、地域の特性を活かしたものを訓練に行っているところが多い。目的は訓練であるが、いくらか収入を得たらそれを利用者に還元をする。

　授産施設が就労移行支援や継続支援とは限らない。多機能型もあるので法人で検討をすればいい。

　Q.就労の定義は？

A.一般就労は「雇用」であり、身分保障され、雇用保険、社会保険がかかる。又、監督署が認める最低限の範囲をクリアするものであるが、自立支援法ではきちんとしたものではない。パート、内職、在宅就労など様々な形態があるので、大雑把である。

Q.「定員」の考え方について

A.「～人　以上」というのは、あまり考えない。実際に通ってくる人が問題であり、「～以上」となっているので、上限はない。ただ、定員の２割以上で減収となる。

知的、身体の更正施設は、職員配置が４．５：１だったのが、非雇用型になると１０：１　厳しくなる。

　　福祉工場の移行イメージだと、雇用型は施設を通過するという事から、利用者の確保が難しくなるのではないか。

　Q.作業所について

A.作業所は、地域活動支援センターとなっていくだろう。Ⅰ～Ⅲ型か移行支援、継続支援の雇用または非雇用型になるだろう。

　Q.入所施設について

A.入所支援事業で、食事支援はハード面の整備のハードルが高い。施設の改築・増築は可能であるが、その予算は、社会福祉整備費からでる。市町村の障害福祉計画に盛り込んでもらう必要がる。

　Q.移行時期は？

　A.移行はバラバラにしてもいい

　日中の活動は早く、入所は遅くした方がいいだろう。日中活動に足りないものは、入所型で対応すればいい。５年の経過措置で段階的に移行するのがいいだろう。

　　施設の用途・機能変更は、今のハードを活用する事になり、事業を変更する機会となる。

　Q.協会の自立支援法プロジェクトチームを作ればいいのではないか

A.協会として構想はある。

　Q.生活訓練について

A.生活訓練の利用の考え方が大雑把になっている。細かいと、しばりがでてくる。大雑把だと柔軟にいく

　　ダブルカウントについて、生活訓練１、就労訓練１とし、一人で複数のカウントとする。

　地域活動支援センターの実利用人数は、タイプによって実利用人数が設定されているが、実際のところ目安であって１０人以上であれば問題はない。

　グループホーム入所者のヘルパー利用が可能になった。ホームヘルプ費用は自己負担。

　施設の共有（トイレ）、ケアホームとの共有も可能。どの事業にも相談室の設置が義務づけられている。

　病棟の空きベッドの利用など、既存施設を使う事が許されている。ただ新規に建てるなどは認めない。スタッフの兼務も可能。

　午前、デイケアを利用、午後に、訓練をする事は可能であり、減算の対象にならない。

　短期滞在加算は、ショートステイと同じ事。

　生活訓練(訪問)は、ヘルパーと変わらない

　施設運営で、安定させるために登録者を増やす事は、問題ない。定員を増やしてもいい、という県から文章がある。

　

Q.ケアホーム、グループホームについて

　A.隣接市町村の利用者について、町村との話し合いになる。その際に、要望書を出して問い合わせをする。

　　区分が変更になった場合は、変更になっても利用できる。すぐにではなく対応できる施設へ移行。

　障害程度区分は、３年間有効で、変わったときにサービス管理者がケアプランを変更する。状況の変化があったときにサービス管理者が行う。

　　センターは自立支援法でも箱払いとなるが、単価はまで決まっていない。総額があり、それをいくらかにあん分するかは市町村で考える。あん分の基準は明確ではない。

　Q.多機能について

　A.２つの事業の指定を別々に受ける事になる。建物は違うが、それを一つの事業にする。

　　福祉ホームＢ型の利用料はとれないが、家賃はとれる実費として　実費は、水光熱費。

考察：自立支援法がまだまだ不明な点が多い事がわかったと同時に、解釈のしようで柔軟にできる事を知った。いろいろな発想をもつ事も大事であるし、「福祉バカ」になってはいけないという事も学んだ。報酬単価なども見据える事や、講師の高野氏から外部の人間を入れて質を高めてみてはどうか、という提案もあった。これからは、社会の中の１事業所として運営・競合をしていくことが必要だと思った。
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